
はしがき

本書は、フリーランスをめぐるトラプルをどのように解決すべきか、

どのように予防すべきか、 トラプルの類型別に実務対応を解説したもの

てす。

フリーランスといえば、 2024年 1 1 月 1 日に「特定受託事業者に係る

取引の適正化等に関する法律」（フリーランス法）が施行されたことが、

記憶に新しい出来事てす。フリーランス法を知り、遵守することが、フ

リーランス・トラプルを解決し、かつ予防するために重要てあることは

言うまてもありません。かくいう筆者も、フリーランス法対応の書籍と

して、『実務フロー順てわかるフリーランス法への対応』（中央経済社、

2025年、単著）、『フリーランスとの取引と企業対応』（有斐閣、 2025

年、共著）、『ケーススタディてわかる フリーランス・事業者間取引適

正化等法の実務対応』（第一法規、 2024年、共編著）、『Q&A 実務家の

ためのフリーランス法のポイントと実務対応』（新日本法規、 2024年、

共編著）という 4冊もの書籍を世に送り出してきました。

しかし、フリーランス・トラプルを解決し、予防するためには、フ

リーランス法を遵守しておきさえすれば足リるわけではなく、実際には、

民法その他の民事一般法、労働法、独禁法•取適法（旧下請法）、民事

手続法など数多の法分野の知識が必要てす。筆者は、第二東京弁護士会

が厚労省から委託を受けて運営している「フリーランス・トラブル 110

番」事業において、フリーランスからの数多の無料法律相談に応じてき

ました。同事業の累計相談件数は既に 2 万件を超えており、筆者自身が

これまで経験してきた相談件数も、おそらく数百件程度に上ります。数

多くのフリーランス・トラプルに対し相談に応じてきた弁護士の一人と

して痛感することは、フリーランス・トラブル解決の現場ては、フリー

ランス法だけですべてのトラプルを解決できるわけてはないということ

です。この傾向は、フリーランス法施行前はもとより、同法が施行され



た2024年 I I 月 1 日以降もあまり変わっていません。フリーランス法の

みならず、民法、労働法、独禁法など他の法分野も含めて、フリーラン

ス・トラブルヘの対処法を解説したいという問題意識は、ここから生ま

れてきます。

同様の問題意識に立つ書籍として、筆者は、『フリーランスハンドプッ

ク』（労働開発研究会、 2021 年、共編著）、前掲『フリーランスとの取

引と企業対応』を既に刊行しています。しかし、『フリーランスハンド

プック』はフリーランス法施行前に刊行されたものて＊あり、同法をも踏

まえた対応を解説したいと思ってきました。また、『フリーランスとの

取引と企業対応』は、主として発注者を読者と想定したものであり、フ

リーランス側（に立つ専門家）の立場に立った書籍ではありませんでし

た。また、基本的に法分野ごとに整理して、どちらかといえば理論的な

側面を深掘りした書籍であり、現場て＊起きている具体的トラプルにダイ

レクトにアプローチすることを主眼にした書籍を書きたいなと常々思っ

てきました。

そこで、本書ては、以下のポイントをコンセプトにおきたいと思いま

す。既にフリーランス法については（筆者の手によるものも含めて）数

多くの書籍が刊行されていますが、以下の点が、他の類書と比較した本

書の特徴（価値）だといえます。

① フリーランス法のみを取り扱うのてはなく、民法、労働法、独禁法

その他のフリーランス・トラプルの解決予防に必要な他の法分野も幅

広く扱います。

② 法分野ではなくトラプル類型別に、実務対応を解説します。

③ フリーランスヘ業務委託する発注者の立場のみならず、フリーラン

スの立場・フリーランスに助言を行う専門家（弁護士、社会保険労務

士等）の立場にも立って、解説します。

以上のようなコンセプトのもとに、筆者は、フリーランス・トラプル



110番の相談現場で考え、悩み、回答してきた内容を、惜しげもなくそ

のまま本書に記載しました。それだけに、とても臨場感があります。本

書は、相談現場ですぐに回答を迫られる弁護士その他の専門家にとって

も、また発注者・フリーランス自身にとっても、目の前のトラプルにダ

イレクトに役立つものと自負しています。

本書が、発注者とフリーランス双方にとって望ましい実務の実現のた

めにお役に立つことがてきたならば、望外の喜びてす。

2026年 7 月

弁護士宇賀神崇
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凡例

凡例

◆法令◆

略称 正式名称

フリーラン 特定受託事業者に係る取引の適正化等に関する法律（令和 5年法

ス法 律25号）

フリーラン 特定受託事業者に係る取引の適正化等に閲する法律施行令（令和

ス令 6年政令200号）

公取則 公正取引委員会関係特定受託事業者に係る取引の適正化等に関す

る法律施行規則（令和6年公正取引委員会規則 3号）

厚労則 厚生労働省関係特定受託事業者に係る取引の適正化等に関する法

律施行規則（令和6年厚生労働省令94号）

指針 特定業務委託事業者が切集情報の的確な表示、育児介護等に対す

る配慮及び業務委託に閲して行われる言動に起因する問題に関し

て講ずべき措堕等に関して適切に対処するための指針（令和 6年
厚生労働省告示212号）

解釈ガイド 公正取引委員会・厚生労働省「特定受託事業者に係る取引の適正

ライン 化等に関する法律の考え方」（令和 6年 5 月31 日、令和 7年10月 1

日改正）

執行ガイド 公正取引委貝会「特定受託事業者に係る取引の適正化等に関する

ライン 法律と独占禁止法及び下請法との適用関係等の考え方」（令和6年

5 月31 日、令和8年 1 月 1 日改正）

下位法令バ 「特定受託事業者に係る取引の適正化等に関する法律施行令（案）」
ブコメ回答 等に対する意見の概要及びそれに対する考え方（令和 6年 5 月31

日）

https./ /www.jftc.go.jp/houdou/pressrelease/2024/may /02_ 
fl_op1nionandthinking.pdf [2026年 1 月 1 日最終閲覧］

フリーラン 公正取引委貝会・中小企業庁・厚生労働省「フリーランスとして

スガイドラ 安心して働ける環境を整備するためのガイドライン」（令和 3年 3

イン 月 26日、令和 8年 1 月 1 日改定）

Q&A 特定受託事業者に係る取引の適正化等に関する法律（フリーラン

ス・事業者間取引適正化等法）Q&A (2026年 1 月 1 日時点）

https./ /www.jftc.go jp/flpa_ 1 pdf [2025年12月 29日閲覧］

独禁法 私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律（昭和22年法律

54号）

一般指定 不公正な取引方法（昭和57年 6 月 18日公正取引委員会告示15号）
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取適法 製造委託等に係る中小受託事業者に対する代金の支払の遅延等の

防止に関する法律（昭和31年法律120号） （旧下請法）

4条明示規 製造委託等に係る中小受託事業者に対する代金の支払の遅延等の

則 防止に関する法律第四条の明示に関する規則（令和 7年公正取引

委員会規則 8号）

旧 3条書面 下請代金支払遅延等防止法第 3条の書面の記載事項等に閲する規

規則 則（平成15年公正取引委員会規則 7号）であって、 4条明示規則

により全部改正される前のもの

実演家指針 内閣官房・公正取引委員会「実演家等と芸能事務所、放送事業者

等及びレコード会社との取引の適正化に関する指針」（令和 7年9

月 30日、令和8年 1 月 1 日改正）

https / /www.jftc.go.jp/houdou/pressrelease/2026/jan/ 
260101_geinoushishin_01.Pdf [2026年6月 7 日最終閲覧］

労基法 労働基準法（昭和22年法律49号）

労契法 労働契約法（平成19年法律128号）

均等法 雇用の分野における男女の均等な機会及び待遇の確保等に関する

法律（昭和47年法律113号）

労働施策総 労働施策の総合的な推進並びに労働者の雇用の安定及び職業生活

合推進法 の充実等に関する法律（昭和41年法律132号）

派遣法 労働者派遥事業の適正な運営の確保及び派逍労働者の保護等に関

する法律（昭和60年法律88号）

職安法 職業安定法（昭和22年法141 号）

職業紹介要 厚生労働省職業安定局「職業紹介事業の業務運営要領」（令和8年

領 5 月版）

電子商取引 経済産業省「電子商取引及び悟報財取引等に関する準則」（令和 7

準則 年2 月版）

◆文献◆

，；略称 正式名称

渡辺ほか 渡辺正道ほか「特定受託事業者に係る取引の適正化等に関する法

律の概要」ジュリスト1589号46頁

岡田ほか 岡田博己ほか「特定受託事業者に係る取引の適正化等に関する法

律」公正取引873号31頁

松井ほか 松井佑介ほか「特定受託事業者に係る取引の適正化等に閲する法

律の概要」 NBL1246号35頁
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池田＝倉重

鎌田＝長谷

) 1 | 

フリーラン

スハンド

ブック

取適法テキ

スト

長澤

鎌田明

内田ほか

厚労省労働

基準局上

厚労省労働

基準局下

水町詳解

労働事件ハ

ンドブック

新注釈民法

(14) 

◆その他◆

16 

池田毅＝倉重公太朗編著『フリーランスとの取引と企業対応」（有

斐閣、 2025年）

鎌田耕ー＝長谷川聡「フリーランスの働き方と法〔第 2版）」（日

本法令、 2025年）

第二東京弁護士会労働問題検討委員会編著「フリーランスハンド

ブック」（労働開発研究会、 2021 年）

公正取引委貝会・中小企業庁「中小受託取引適正化法テキスト」

（令和 7 年11 月）

https //www.Jftc.go.Jp/toritek1/r7text.pdf [2025年12月 29日

閲院］

長澤哲也「取引適正化法制の解説と分析」（商事法務、 2026年）

鎌田明「下請法の実務（第4版〕」（公正取引協会、 2017年）

内田清人ほか「下語法の法律相談J （青林苫院、 2022年）
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厚生労働省労働基準局「令和 3年版労働基準法下」（労務行政、
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第 1 章 フリーランスをめぐる法制度と実態

1 フリーランスの定義
、
l

(1) フリーランス法以前の議論
かいしゃ

「フリーランス」という語は、昨今人口に）l音炎してきている割に、
長らく法令上厳密に定義されてきませんでした。厳密な定義が難し

いところに、「フリーランス」という働き方の自由な側面が端的に

表れているといえるかもしれません。それでも、フリーランスを法

的な保護の下に置こうと思うと、何らかの定義を置く必要があり、

これまで議論が和み瓜ねられてきました。フリーランス法に至る政

府の議論の流れは、図表1-1-1 のとおりです。

【図表1-1-1 】 これまでの政府の議論

日時 主体 ガイドライン・報告密等

2005/9/15 厚労省 今後の労働契約法制の在り方に関する研究会報告書

2010/4/28 厚労省 個人請負型就業者に関する研究会報告琶

2015 厚労省
今後の在宅就業施策の在り方に関する検討会報告書

平成27年度

2017/3 経産省 「雇用関係によらない1動き方」に関する研究会報告書

2018/1 厚労省
副業・兼業の促進に関するガイドライン（のち、

202217に改訂）

2018/2 厚労省 自営型テレワークの適正な実施のためのガイドライン

2018/2/15 公取委 「人材と競争政策に関する検討会」報告書

2018/3/30 厚労省 「雇用類似の働き方に関する検討会」報告柑

2019/6/28 厚労省
雇用類似の1動き方に係る論点整理等に関する検討会中

間整理

2019/9/20 厚労省
「慟き方の多様化を踏まえた社会保険の対応に関する

懇談会」における議論のとりまとめ

2020/6/25 内閣官房 全世代型社会保障検討会議第2 次中間報告
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1 フリーランスの定義

雇用類似の働き方に係る論点整理等に関する検討会

2020/12/25 厚労省 これまで（令和元年 6 月中間整理以降）の議論のご意

見について

フリーランスとして安心して働ける環境を整備するた

2021/3/26 4省庁＊ めのガイドライン（フリーランスガイドライン） （の

ち、 2026/1/1 に改訂）

2022/9/13 内閣官房
フリーランスに係る取引適正化のための法制度の方向

性

2022/12/16 内閣官房 全世代型社会保障構築会議報告書

2023/5/12 （法律）
フリーランス法（特定受託事業者に係る取引の適正化

等に関する法律）公布

2023/10/27 厚労省
個人事業者等に対する安全衛生対策のあり方に関する

検討会報告書

2024/1/19 公取委
特定受託事業者に係る取引の適正化に関する検討会報

告魯

2024/5/22 厚労省
特定受託事業者の就業環境の整備に関する検討会報告

書

2024/5/31 公取・厚労 フリーランス法の政省令・指針・ガイドライン公表

（出典） 箔者作成 ＊内閣官房・公取委・中企庁・厚労省

これまでの議論の一つの到達点として、 2021年 3 月 26 日に 4 省庁

（内閣官房、公取委、中小企業庁、厚労省）合同で作成公表したフ

リーランスガイドラインは、「フリーランス」の語を、「実店舗がな

く、雇人もいない自営業主や一人社長であって、自身の経験や知

識、スキルを活用して収入を得る者」と初めて明確に定義しまし

た。しかし、フリーランスガイドラインは既存の法律の適用関係を

明らかにしたものにすぎず、この定義に当てはまるか否かが既存の
せつぜん

法律の適用関係を裁然と分けるものではありません。この意味で、

この定義自体にはあまり大きな意味はないということができます。

なお、フリーランスガイドラインの定義では、「実店舗がな」ぃ

との要件がありますので、実店舗がある働き手は「フリーランス」

ではないということになってしまいます。しかし、フリーランスは

個人で業務を遂行して生計を立てる弱い存在であるところ、実店舗
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第 1 迂 フリーランスをめぐる法制度と実態

があればかかる弱さが類型的になくなると即断することもできませ

ん。保護すべきフリーランスの範囲を考えるうえでは余計な要件が

加重されていたという問題もありました。

(2) フリーランス法での定義

フリーランス法は、世の中で「フリーランス」と呼ばれている働

き手を適用対象と定めた初めての法律である点で、圃期的なもので

す。ところが、この法律さえ、「フリーランス」という語は一切用

いておらず、代わりに「特定受託事業者」という聞きなれない用語

を用いています。政府によれば、具体的にどのような者が「フリー

ランス」に該当するのか、現在でも必ずしも共通した理解があるわ

けではなく、また今後も様々な形態のフリーランスが登場する可能

‘性があるため、法律で「フリーランス」の語を定義すると今後適切

な施策をするにあたって足かせになってしまうおそれがあること

が、その理由であるとのことです。

フリーランス法は、その適用対象となるフリーランスを「特定受

託事槃者」という語で表現しており（フリーランス法 2 条J項）、その

定義は以下のとおりです。

■フリーランス法 2 条

- 「業務委託」の相手方て゜ある「事業者」の個人てあって、「従

業員」を使用しないもの

二 「業務委託」の相手方て＊ある「事業者」の法人て”あって、 l 

名の代表者以外に「役員」がおらず、かつ、「従業員」を使用

しないもの

フリーランス法にいう「特定受託事業者」の定義の詳細は、第2

章2で詳しく解説することにします。
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2 フリーランスをめぐる統計

2 フリーランスをめくる統計
、
l

(1) フリーランスの数

フリーランスと呼ばれる働き手は、世の中にどのくらいいるので

しょうか。 2020年 5 月に内閣官房日本経済再生総合事務局が公表し

た「フリーランス実態調査結果『は、①自身で事業等を営んでいる、

②従業貝を扉用していない、③実店舗を持たない、④農林漁業従事

者ではない、という条件のすべてを満たす者（法人の経営者を含

む）をフリーランスとして定義し、このように定義されたフリーラ

ンスの数を、 462万人（本業214万人／副業248万人）と試算してい

ます。同試符結果は、 2020年 2~3 月に実施した調査をもとにして

いますが、総務省統計局の「労働力調査」によれば、 2020年 3 月時

点の労働力人口は6,936万人（季節調整値）とされていますから久

割合にして約6.7％です。 2020年 3 月の時点でも、労働力人口の15

人に 1 人程度はフリーランスだったことになります。

上記「フリーランス実態調究結果」によれば、取引先とのトラプ

ルを経験したことがあると答えたフリーランスは、 37.7％にも上る

ことがわかります（図表1-2-1)。フリーランス全体が462万人だと

試坑されていますから、 174万人超ものフリーランスがトラプルを

経験していることになります。いかに世の中でフリーランス・トラ

プルが潜在しているかがよくわかります。

1 h ttps:/ /www.cas.go.jp/j p/seisaku/ atarashii_sihonsyugi/freelance/ dail/ 

si ryoul3.pd([2026年 6 月 1 日 1尉屁］

2 h ltps:/ /www.e-stat.go.jp/stat-search/files ?page= 1 &la you t=datalist&toukei 

=0020053l&tstat=000001226583&cycle=O&tclassl =00000122685J&tclass2=00 

0001226852&tclass3val=O [2025年 5 月 5 HI虹党］
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第 1 章 フリーランスをめぐる法制度と実態

【図表1-2-1] トラブル経験の割合

I ぶ農婆偽） I 取引先とのトラブルの有無

者から業務委託を受けて仕事を行うフリーランスを母数として、取引先とのトラブ
：したことがある者の割合を算出すると 4 割。

In =3.234) 

(,1) 「これまでに．till先（知1肴）との間で．以下のようなU験はあり●ず”, J （穫a回冨可）という穀問への同答を●11.
事●書から●H委託を受けて仕事を行うフリーウンス3234名を1lj霞として、取引先との卜 9フルを11験したと回笞した1220名のll合を●出

（出典） 内閣官房日本経済再生総合事務局「フリーランス実態調査結果」 (2020

年 5 月） 17頁3

(2) フリーランス・トラフルの実情

次に、フリーランス・トラブルの実情を示す統計も見てみましょ

う。第二東京弁護士会は、厚労省から委託を受けて、フリーランス

に対し弁護十による無料相談を行う「フリーランス・トラブル110

番」事業4を述微しています。同事業の相談件数その他の統計は、

定期的に）厚労省のウェプページ5で更新されており、フリーランス・

トラプルの最新実情を知るうえでは最適の統計といえましょう。

まず、フリーランスの相談件数を見てみると、 2025年 4 月～2026

3 前掲・注 l) 。

4 https://freelancellO.mhlw.go.jp/ 

5 h ttps:/ /www.mh lw.go.j p/stf/seisaku ni tsu i te/bu n ya/koyou_roudou/ 
koyoukintou/zaitaku/index_00002.html [2025'.j: 5 月 5 日閲党］
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2 フリーランスをめぐる統計

年 3 月の 1 年間の総相談件数は13,400件です凡月千件を超える相談

を受け付けていることになります。フリーランスに幅広く同事業の

相談窓口が使われているのが実情ですが、フリーランスの立場から

すれば、無料で手軽に相談できる強力な窓口の存在は心強い反面、

発注者の立場からすれば、弁護士の助言を受けたフリーランスが一

定の法的整理を背景に主張を展開する可能性が裔まっているという

ことです。フリーランス・トラプルが顕在化するリスクは、かなり

高まっているといえるでしょう。

どのような業種がトラプルになりやすいのでしょうか。 2025年 4

月～2026年 3 月の 1 年間の相談実績を見ると、運送関係、システム

開発・ウェプ作成関係、建設業、営業、デザイン・ライター・映

像・カメラマンなどのクリエイター関係、美容関係（美容師やネイ

リストなどが含まれる）、舞台・演劇などの芸能関係、コンサルタ

ント、講師業、スポーツ指導業といった業種が相談件数の上位を占

めています（図表1-2-2)。フリーランスであれ発注者であれ、特に

これらの業態ではトラプルを予防するために対策をとる必要性が高

いといえそうです。

どのようなトラプルが多いのでしょうか。 2025年 4 月～2026年 3

月の 1 年間の相談実績を見てみましょう（図表1-2-3) 。

圧倒的に多いのが、報酬の支払に関するトラブルです (29.4%)。

後述のとおり、フリーランス法はこれに対し一定の手当をしていま

すが、 トラプルの現場ではフリーランス法だけで問題を解決するこ

とは困難であり、既存の他の法分野も利用することになります。第

3章で詳述します。

2 番目に多いのは、契約条件の明示に関する相談であり (17.6%) 、

要するに、契約書や発注書など契約条件を示す書面等を作成してく

れない、発注者から契約条件の明示がないという相談です。実は、

6 https:ゾ／www.mhlw.go.jp/content/001421131.pdf [2026年 6 月 1 日閲鹿］

23 



第 1 章 フリーランスをめぐる法制度と実態

【図表1-2-2】 フリーランス・トラブル110番の相談者属性（年齢、業種）
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【図表1-2-3】 フリーランス・トラブル110番の相談内容
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2 フリーランスをめぐる統計

契約条件の明示がないことが、その他の類型のトラプル（例えば、

報酬の不払いや減額、作業・成果物・納品に関するトラブル、無償

労働などの不当な経済上の利益の提供のトラプルなど）を誘発する

側面があります。フリーランス法で発注者に契約条件明示義務が定

められたところであり、特にフリーランス法対応が重要になりま

す。第4章で詳述します。

3 番目は、受注者からの中途解除・不更新の相談です (8.5%) 。

これは要するに、フリーランスが辞めたいといっているのに辞めさ

せてくれないというトラプルです。これと密接に関連するのが、 4

番目の発注者からの損害賠償の相談であり (8.4%)、要するに、発

注者がフリーランスに対し損害賠償を請求するというトラプルで

す。両者はセットで起こることが実務上多く、例えば、フリーラン

スが辞めたいと申し出たところ、それを妨害するために発注者が損

害賠償請求をちらつかせ、場合によっては実行するというトラブル

についてよく相談されます。しかし、このトラブルに対し、フリー

ランス法は何らの手当もしていません。そこで、フリーランス法以

外の既存の法分野を用いることになります。第6章で詳述します。

5 番目は、発注者からの中途解除・不更新の相談であり (7.1%)、

要するに発注者側がフリーランスに対する発注をキャンセルした

り、契約を解消したりするトラプルです。これについてはフリーラ

ンス法が明示の規制を設けているため、これがトラプル解決の指針

になり得ますが、実際には、民法など他の法分野を援用しなければ

ならないことも多いのが実情です。第5章で詳述します。

7 番目は、労働者性の相談であり (5.2%) 、要するに、フリーラ

ンスといいつつ、実態は労働者（偽装フリーランス）なのではない

かという相談です。これと関連するのが、元々扉用形態で働いてい

たのに、事後的に業務委託に切り替えられたという相談です

(0.9%) 。世の中でフリーランス、業務委託、準委任契約などの形

式で働いている人々の中には、働き方の実態を見れば労働法で保護
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第 1 章 フリーランスをめぐる法制度と実態

されるべき「労働者」である人は少なくありません。そこで、フ

リーランスの立場からすれば、自らは「労働者」であると主張する

ことができれば、フリーランス法や民法よりも手厚い労働法の保設

を受けることができ、より強力な武器を手に入れることができま

す。他方で、発注者の立場からすれば、フリーランス等の形式で

あっても、実態を見れば「労働者」といわれても仕方のない働かせ

方をすれば、労働法の適用を受けてしまうリスクがあるため、いか

にこのような働かせ方を防止するかが問われることになります。第

2章 1 で詳述します。

8番目は、ハラスメントの相談です (4.8%)。フリーランス法は、

フリーランスに対するハラスメントを防止する対策義務を発注者に

課しており、これへの対応が求められます。第7章で詳述します。

このほか、数は少ないものの、妊娠、出産、育児、介護に関する

相談 (0.1%)については、フリーランス法で明示の規制が設けら

れたことも踏まえて、第8章で詳述しています。

3 フリーランスをめぐる法規制の全体像）
フリーランス・トラプルを考えるにあたって考えるべき法規制

は、フリーランス法だけではなく、実はフリーランス法施行前から

存在した数々の法分野も含まれます。

(1) 労働法

まず、労働法と呼ばれる法分野があります。労碁法、労契法、労

働安全衛生法、労災保険法、附用保険法など、「労働者」と呼ばれ

る働き手に適用があります。

しかし、フリーランスは、個人で業務を遂行して生計を立てる弱
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